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交渉委員会の経過（全文）

内航二団体ならびに全内航との令和7年度労働協約改定交渉について

は、第1回交渉を3月3日に開催し、内航交渉委員会については宮﨑一

洋会会長、全内航交渉委員会については関田会長から船団を代表して挨

拶がなされた後、組合側を代表し松浦組合長から挨拶を行いました。

続いて交渉委員会運営の確認、組合要求について趣旨説明と質疑応答

を行い、内航二団体、全内航ともに「有効期間」および「育児・介護休

業法」の改正に伴う整理明確化について仮合意を確認しました。

3月12日の第2回交渉から逐条審議に移り、組合要求である「基本給」

および「船内衛生作業手当」について、組合側より定着率の向上や後継

者確保の観点などから改善は必要不可欠であることを主張したものの、

船団側は前向きな回答を示しませんでした。

3月18日の第3回交渉では、内航二団体、全内航ともに、船内衛生作

業手当について組合要求通りとしたいとの回答が示されたことから、仮

合意としました。しかしながら、船団側は基本給について具体的な考え

方を示さなかったことから、組合側より改善の必要性を繰り返し主張し、

年間臨時手当を含め十分な内部検討を行うよう求めました。

その後も交渉を行うなかで、内航二団体、全内航ともに期限内解決に

向け形式にとらわれない形で協議を行いたいとの申し出がなされ、交渉

を中断し小委員会に入りました。

しかしながら、内航二団体においては解決に向けて小委員会に入った

にもかかわらず組合要求に沿った考え方を示さず、小委員会を打ち切り

ました。

その後、内航二団体より再度小委員会開催の申し出があったことから、

解決の意思があることを十分に確認したうえで、再び小委員会に入りま

した。

本交渉中断以降、内航二団体、全内航ともに小委員会にて鋭意協議し

た結果、組合要求項目について一定の整理が図られたため、3月31日に

中断していた本交渉を再開しました。

全内航より最終回答として、基本給については組合要求通りとしたい。

年間臨時手当については43．1割（対前年比2．0割増）としたいとの回答が

示されました。

また、内航二団体より最終回答として、基本給については組合要求通

りとしたい。年間臨時手当については46．0割（対前年比2．2割増）とした

いとの回答が示されました。

以上の回答を受け、総合的に判断した結果、船団側回答を受け入れ合

意しました。

4月1日に全内航、4月2日に内航二団体との妥結調印式を開催し、

妥結内容（2面以降に記載）を確認した後、労使双方の交渉委員長が確

認書に署名し、令和7年度労働協約改定ならびに年間臨時手当について、

期限内に妥結しました。

《内航二団体および全内航》
有有効効期期間間ににつついいてて
令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。

基基本本給給ににつついいてて
組合要求通りとする。
内航二団体 標準船員（３４歳～３５歳部員）
ベア１０，１８０円、標令加算込１３，６１０円アップ
（５．３３％アップ）

全内航 標準船員（３４歳～３５歳部員）
ベア１０，２４０円、標令加算込１３，６７０円アップ
（５．３６％アップ）

船船内内衛衛生生作作業業手手当当（（便便所所掃掃除除作作業業））ににつついいてて
内航二団体
１船あたり月額１６，８００円（８，４００円アップ）

全内航
１船あたり月額１５，２００円（７，６００円アップ）

年年間間臨臨時時手手当当ににつついいてて
内航二団体 ４６．０割（対前年比＋２．２割）
全 内 航 ４３．１割（対前年比＋２．０割）

育育児児・・介介護護休休業業法法のの改改正正にに伴伴うう整整理理・・明明確確化化をを行行うう

内航二団体・全内航内航二団体・全内航 〒106‐0032 東京都港区
六本木7丁目15番26号
全日本海員組合本部
発行人 齋藤 洋
ＴＥＬ 03‐5410‐8329
ＦＡＸ 03‐5410‐8337
定価1部50円

（組合員の購読料は組合費に含む）

協約改定妥結特集

令和７年度労働協約改定交渉妥結令和７年度労働協約改定交渉妥結
基本給、３年連続となる満額回答 ! １２年連続ベースアップ !基本給、３年連続となる満額回答 ! １２年連続ベースアップ !
年間臨時手当 昨年比増 内航二団体４６．０割、全内航４３．１割年間臨時手当 昨年比増 内航二団体４６．０割、全内航４３．１割

《内航二団体との妥結調印式》
左から平岡交渉委員長、宮﨑一洋会会長、佐藤内航労務協会会長、
山城内航労務協会交渉委員長、松浦組合長

《全内航との妥結調印式》
左から平岡交渉委員長、垰野交渉副委員長、関田会長、松浦組合長

妥 結 内 容

2025年（令和7年）
4月28日

本紙は毎月5・15・25日発行

号 外 （昭和25年8月24日第三種郵便物認可）



（2） 2025年（令和7年）4月28日 号 外（第3種郵便物認可）

表－1 標令給表 （単位：円）
標令 標令給 標令加算額 標令 標令給 標令加算額
15 174,680 1,000 35 235,990 3,430
16 175,680 1,000 36 239,420 3,430
17 176,680 1,000 37 242,850 3,430
18 177,680 3,430 38 246,280 3,430
19 181,110 3,430 39 249,710 3,430
20 184,540 3,430 40 253,140 3,430
21 187,970 3,430 41 256,570 3,430
22 191,400 3,430 42 260,000 3,430
23 194,830 3,430 43 263,430 3,430
24 198,260 3,430 44 266,860 3,430
25 201,690 3,430 45 270,290 3,430
26 205,120 3,430 46 273,720 1,720
27 208,550 3,430 47 275,440 1,720
28 211,980 3,430 48 277,160 1,720
29 215,410 3,430 49 278,880 1,720
30 218,840 3,430 50 280,600 1,720
31 222,270 3,430 51 282,320 1,720
32 225,700 3,430 52 284,040 1,720
33 229,130 3,430 53 285,760 1,720
34 232,560 3,430 54 287,480 1,720

55 289,200
（注）標令55歳を超えても定年年齢までは、標令加算を行う。

表－2 職務給表 （単位：円）
経験年数 0年 1年 2年 3年 4年 5年以上

船 長 148,730 154,230 159,730 165,230 170,730 176,230

機 関 長 134,970 138,970 142,970 146,970 150,970 154,970

一航・機・通 91,060 94,660 98,260 101,860 105,460 109,060

二 航 ・ 機 71,800 74,400 77,000 79,600 82,200 84,800

三 航 ・ 機 56,090 58,290 60,490 62,690 64,890 67,090

部 員 22,550 24,650 26,750 28,850 30,950 33,050

妥妥 結結 内内 容容

協 定 書
船主団体内航労務協会および一洋会と全日本海員組合は、令和7年度
労働協約改定に伴い、下記の通り協定する。

記

【1】 第1条（有効期間）
この協約の有効期間は、令和7年4月1日から令和8年3月31日ま
でとする。

【2】 第97条（基本給）
第1項～第2項 現行通り。
3 標令給は、標令15歳の標令給を174，680円とし、標令18歳までは
1，000円、18歳から46歳までは3，430円、46歳以上は1，720円の標令
加算を行う。ただし定年年齢をもってとどめる。

（表－1標令給表）

4 職務給は、次の通りとする。
（1）船長176，230円、機関長154，970円、一航・機・通士109，060円、

二航・機士84，800円、三航・機士67，090円、部員33，050円とし、
それぞれ5，500円、4，000円、3，600円、2，600円、2，200円、2，100
円の経験加算額によって就任から5年で到達する。

（表－2職務給表）
ただし、三航・機士の職務給について、若年船員および一般職

員が、最低賃金に抵触する場合は、その差額を補正した額を各人
の職務給とする。

（2）号 現行通り。
（3）職長の辞令を持つ者の職務給は、就任時から67，090円とする。
第5項 現行通り。

【3】 第107条（作業手当）
乗組員に次の作業を行わせたときは、各表による手当を支給する。
（1）号～（3）号 現行通り。
（4）船内衛生作業手当

便所掃除作業に対し、1船当り月額16，800円を支給する。
ただし、配分については各船別に定める。

【4】 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律の施行に基づき、必要な対応を講じる。

【5】 その他、必要とされる条文、確認書、覚書などの整理明確化を
行う。

以 上
令和7年3月31日

表－1 標令給表

各標令（15歳～55歳） 1，760円 アップ

表－2 職務給表

《内航交渉委員会》
第1回 3月3日 ホテルマリナーズコート東京
第2回 3月12日 海員組合関西地方支部
第3回 3月18日 海員組合本部
第4回 3月25日 海員組合本部
第5回 3月26日・31日 海員組合本部

役 職 アップ額 役 職 アップ額
船 長 16,830円 機 関 長 16,240円
一航・機・通 13,510円 二航・機 11,530円
三航・機 10,280円 職 長 10,280円
部 員 8,420円

内 航 二 団 体内 航 二 団 体

船団側を代表し挨拶する佐藤内航労務協会会長

組合側を代表し挨拶する松浦組合長

内航交渉委員会（関西地方支部）

【基本給の解説】内航二団体
《ベースアップ金額》
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表－1 標令給表 （単位：円）
標令 標令給 標令加算額 標令 標令給 標令加算額
15 174,680 1,000 35 235,990 3,430
16 175,680 1,000 36 239,420 3,430
17 176,680 1,000 37 242,850 3,430
18 177,680 3,430 38 246,280 3,430
19 181,110 3,430 39 249,710 3,430
20 184,540 3,430 40 253,140 3,430
21 187,970 3,430 41 256,570 3,430
22 191,400 3,430 42 260,000 3,430
23 194,830 3,430 43 263,430 3,430
24 198,260 3,430 44 266,860 3,430
25 201,690 3,430 45 270,290 3,430
26 205,120 3,430 46 273,720 1,720
27 208,550 3,430 47 275,440 1,720
28 211,980 3,430 48 277,160 1,720
29 215,410 3,430 49 278,880 1,720
30 218,840 3,430 50 280,600 1,720
31 222,270 3,430 51 282,320 1,720
32 225,700 3,430 52 284,040 1,720
33 229,130 3,430 53 285,760 1,720
34 232,560 3,430 54 287,480 1,720

55 289,200
（注）標令55歳を超えても定年年齢までは、標令加算を行う。

表－2 職務給表 （単位：円）
経験年数 0年 1年 2年 3年 4年 5年以上

船 長 113,310 118,310 123,310 128,310 133,310 143,310

機 関 長 102,640 107,640 112,640 117,640 122,640 135,640

一航・機 71,990 74,490 76,990 79,990 82,990 86,990

二航・機 64,320 64,820 65,320 65,820 66,320 66,820

三航・機 62,400 62,400 62,400 62,400 62,400 62,400

職 長 64,320 64,320 64,320 64,320 64,320 64,320

部 員 22,330 24,430 26,530 28,630 30,730 32,830

妥妥 結結 内内 容容

協 定 書
船主団体全内航と全日本海員組合は、令和7年度労働協約改定に伴い、
下記の通り協定する。

記

【1】 第1条（有効期間）
この協約の有効期間は、令和7年4月1日から令和8年3月31日ま
でとする。

第2項 現行通り。

【2】 第77条（基本給）
第1項～第2項 現行通り。
3 標令給は、標令15歳の標令給を174，680円とし、標令18歳までは
1，000円、18歳から46歳までは3，430円、46歳以上は1，720円の標令
加算を行う。ただし定年年齢をもってとどめる。

（表－1 標令給表）

4 職務給は、船長113，310円、機関長102，640円、一航・機士71，990
円、二航・機士64，320円、三航・機士62，400円、職長64，320円、
部員22，330円とし、それぞれの経験加算額は職務給表による。
（表－2 職務給表）
第5項 現行通り。

【3】 第87条（労務作業手当）
第1項～第2項 現行通り。
3 船内衛生作業手当を次の通り定める。
（1）船内の便所掃除作業に対し、1船あたり月額15，200円を支給す

る。
（2）号 現行通り。
第4項～第6項 現行通り。

【4】 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律の施行に基づき、必要な対応を講じる。

【5】 その他、必要とされる条文、確認書、覚書などの整理明確化を
行う。

以 上
令和7年3月31日

表－1 標令給表

各標令（15歳～55歳） 1，760円 アップ

表－2 職務給表

《全内航交渉委員会》
第1回 3月3日 ホテルマリナーズコート東京
第2回 3月12日 海員組合関西地方支部
第3回 3月18日 海員組合本部
第4回 3月25日・26日・31日 海員組合本部

役 職 アップ額 役 職 アップ額
船 長 15,460円 機 関 長 15,000円
一航・機 12,810円 二航・機 11,310円
三航・機 10,640円 職 長 11,310円
部 員 8,480円

全 内 航全 内 航

船団側を代表し挨拶する関田会長

全内航交渉委員会（本部地下大会議室）

【基本給の解説】全内航
《ベースアップ金額》
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協 定 書
船主団体内航労務協会および一洋会と全日本海員組合は、令和7年度
年間臨時手当の支給に関し、下記の通り協定する。

記

1 支給対象者
夏期手当 令和7年6月1日 現在在籍組合員
越年手当 令和7年12月1日 〃

2 支給額
支給額は、第3項の基準額と第4項の各社支給率により算出する。

3 基準額
基準額は次の各号の合計額とする。

（1） 基本給の1．1倍相当額
夏期手当 令和7年6月1日現在の基本給
越年手当 令和7年12月1日現在の基本給

（2） 家族手当
（3） 附加乗船手当（該当会社のみ）

4 各社支給率
（1） 基準の支給率は、年間46．0割とする。
（2） 各会社の支給率は、令和6年度における基準支給率と各社

の支給率の差を維持したものとする。
（3） 令和7年4月1日現在、各会社の支給率について組合と協

議が整っていない会社は、引き続き協議し決定する。

5 配 分
夏期手当 基準額の23．0割相当額
越年手当 基準額の23．0割相当額

6 支給方法
（1） 夏期手当については、令和6年12月1日より令和7年5月

31日まで、越年手当については、令和7年6月1日より令和
7年11月30日までの全期間会社に勤務した者に対し、全額支
給する。

（2） 前（1）号の期間において、会社に勤務しない期間のある
者および中途採用者に対しては、日割計算により支給する。
ただし、傷病員の期間は勤務期間に算入し、療養休職員、

育児休業員および介護休業員ならびに産前産後休業員の期間
はその2分の1を勤務期間に通算する。

（3） 前第1項の支給対象者の定めにかかわらず、定年ならびに
職務傷病により退職した者には、退職日までの勤務期間に対
して日割計算により支給する。

（4） 以上の規定にかかわらず、これを上回るものについては従
来通りとする。

7 支給期日
夏期手当 令和7年7月4日（金）
越年手当 令和7年12月5日（金）

8 上記に基づき、各社と組合が協定する。
以 上

令和7年3月31日

協 定 書
船主団体全内航と全日本海員組合は、令和7年度年間臨時手当の支給
に関し、下記の通り協定する。

記

1 支給対象者
夏期手当 令和7年6月1日現在在籍組合員
越年手当 令和7年12月1日現在在籍組合員

2 支給額
支給額は、第3項の基準額と次の支給率により算出する。
支給率 43．1割

3 基準額
基準額は次の（1）、（2）の合計額とする。
（1） 基本給の1．1倍（船長は、14，500円を加算する。）
（2） 家族手当

4 配 分
夏期手当 21．5割
越年手当 21．6割

5 支給対象期間
夏期手当 令和6年12月1日から令和7年5月31日までの勤務

期間
越年手当 令和7年6月1日から令和7年11月30日までの勤務

期間

6 支給方法
従来通りとする。

7 支給期日
夏期手当 令和7年7月4日（金）
越年手当 令和7年12月5日（金）

8 対象会社
別紙の通りとする。

9 前項の対象会社のうち、上積みを必要とする会社については、会社
と組合が速やかに協議して決める。

10 支給日について特別な事情がある会社は、組合と協議して決める。

以 上
令和7年3月31日

《別表》令和7年度年間臨時手当対象会社一覧表
会社名

内航労務協会 一洋会
第一タン カー 三 洋 海 運 プリン ス 海 運 大 窯 汽 船
北 星 海 運 NSユナイテッド内航海運 佐 藤 國 汽 船 辰 巳 商 会
泉 汽 船 NSユナイテッドタンカー 第一中央内航 宮崎産業海運
Ｊ Ｆ Ｅ 物 流 太平洋沿海汽船 英 雄 海 運 アジアパシフィックマリン
川崎近海汽船 鶴見サンマリン 国 華 産 業
近郵船舶管理 上野トランステック 共和産業海運
栗 林 商 船 昭和日タンマリタイム 浪速タン カー
日 本 マ リ ン 田 渕 海 運

合 計 15社 合 計 12社
内航二団体 総合計 27社

《別紙》令和7年度全内航年間臨時手当対象会社一覧表
鶴 井 海 運 千代田内航汽船 トクヤマ海陸運送 宮 川 海 運
平岡海運倉庫 神 鋼 物 流 広島共同汽船
ト ピ ー 海 運 上 組 海 運 岡 本 海 運
近海タン カー 安 芸 海 運 三 谷 海 運
東 神 油 槽 船 大 光 船 舶 日 宣 汽 船
川近シップマネージメント 国 華 産 業 栄 興 船 舶
日 鉄 物 流 コ ス モ 海 運 愛 媛 海 運
太平洋沿海汽船 三洋海運商会 日本ガスライン
デ ュ カ ム た を の 海 運 日 本 特 殊 船
福 寿 船 舶 双 葉 商 会 南 洋 海 運
摂 津 海 運 日 徳 汽 船 西部タン カー
兵 機 海 運 共 同 海 運 西 瀧 海 運
加 藤 海 運 徳山原石輸送 エムエスケ イ

40社
個別交渉会社
鈴 与 海 運

1社
合計41社

年 間 臨 時 手 当年 間 臨 時 手 当

最後に、交渉団に寄せられましたご支援・ご協力に対しまして、心から感謝申し上げ妥結報告と致します。


